
１．被害者保護対策事業
(単位:百万円)

運用益を財源
とすることにつ
いて（財源論）

事業の対象
範囲について

（必要性）

財源の効率
的な運用につ
いて（効率性）

国
■自動車事故医療体制整備事業
・救急医療機関に対する救急医療機器の整備費用
の補助

229 120 120 -47.6% ○ ○ ○

継続
（医療機器の利用
状況、自動車事故
の救急医療の実態
等を踏まえて精査
の上、引き続き効
率的・効果的に実

施）

・一般会計で措置すべきではないか。
・都道府県の支援事業との重複を排
除すべきではないか。

■自動車事故被害者の救済を図るため、交通事故被害者が
多く搬送される病院に対して救急医療機器の整備費用を補
助している。なお、機器の利用における自動車事故被害者の
割合を踏まえ、平成23年度より補助割合を1/4から1/8に引き
下げたところ。
■補助対象の選定にあたっては、地域の医療体制の整備を
行う都道府県と相談しながら、他の補助金等との重複のない
よう選考している。

継続
■昭和44年10月の自賠審答申(交通救急医療体制の整備充
実)を受け、医療収入以外の収入を主に寄付に依存する公的

「基本的な考え方」論点

実施主体
２４

年度事業内容 ご指摘に対する考え方等あり方懇・自賠審における主なご指摘
検証結果

（２５年度の方向性
（案））

２３
年度

２２
年度

国、保険会社、JA共済による運用益事業一覧

22～24
増減

分類

※ 検証結果は、あくまでも現時点での大まかな方向性を示すものであり、今後も財源論、必要性、効率性等の観点から、
  引き続き精査を行うものとする。

別紙

■救急医療機器・機材の整備に係る支援
・救急医療機器購入費補助

572 572 572 0.0% ○ ○ ○

（医療機器の利用
状況、自動車事故
の救急医療の実態
等を踏まえて引き

続き精査）

・一般会計で措置すべきではないか。
・企業のCSRの観点から行うべきでな
いか。

病院等に対して交通外傷に有効な医療機器の購入費を補助
している。
■救急救命医療体制を整備・維持するためには必要な事業
と認識されるが、国等における予算措置の状況も踏まえつ
つ、各病院からの申請を精査し、次年度以降の拠出について
検討する。

■高規格救急自動車の整備に係る支援
・高規格救急自動車の寄贈（消防庁）

110 110 110 0.0% ○ ○ ○
継続

（普及状況等を踏
まえ減額を検討）

・一般会計で措置すべきではないか。
・企業のCSRの観点から行うべきでな
いか。

■昭和44年10月の自賠審答申(交通救急医療体制の整備充
実)を受け、被害者救済に直結する救急医療体制の整備を目
的として実施している。
■損保としては、国等における予算措置の状況や高規格救
急車の普及状況等を踏まえて、次年度以降の拠出について
検討する。

■救急医療機器等の整備にかかる支援
継続

（実施効果を引き続
・身内への拠出となっていないか。

■ＪＡ厚生連は、医療法第31条の規定による公的医療機関
の開設者として厚生労働大臣から指定を受けており、地域の

保険会社

救急医
療機関
における
機器・機
材の整
備

救
急
医
療

ＪＡ共済
■救急医療機器等の整備にかかる支援
　・救急医療機器等購入費補助（ＪＡ厚生連他）

1,000 1,000 800 -20.0% ○ ○ ○
（実施効果を引き続
き検証の上、減額

を検討）

身内 の拠出となっていないか。
・運用益事業の半分弱を占めており、
割合が大きい。

の開設者として厚生労働大臣から指定を受けており、地域の
救急医療体制の中核を担っている。
■実施規模については、実施効果等を引き続き検証するとと
もに、減額を検討する。

－35

■ドクターヘリの普及促進に係る取組み支援
①ドクターヘリ講習会費用補助
② プ 築

保険会社

療
体
制
の
整
備

28.6% ○4540

救急医
療体制
の整備
支援

■救急医療体制の整備に係る啓発、研究等取組み
支援
①交通事故被害者を対象とした救急蘇生（AED）の
普及・啓発
②緊急自動通報システムを活用した交通事故死傷
者低減研究
③救急外傷診療の研修会費用補助
④救急外傷看護の研修会費用補助

継続
（但し、左記①、②
の事業は３年計画
満了に伴い終了予

定）

継続

○○

■第７次交通安全基本計画(内閣府/平成13～17年実施)やド
クターヘリ特別措置法及び関連政省令の施行（平成20年4
月）に伴い、交通事故被害者の救命率向上を目的として実施

ＪＡ共済 ■ドクターヘリの普及促進に係る取組み支援 13 13 13 0.0% ○ ○ ○
継続

（実施効果を引き続
き検証）

・重複を排除すべきではないか。

■国・民間の役割分担（平成23年1月開催の自賠審で整理）
に基づき実施しており、拠出額の決定にあたっては、事前に
損保協会と協議を実施している。
■平成25年度についても、損保協会と事前に調整のうえ、拠
出額を決定する。

○2121
②ヘリコプターを活用した救急医療システム構築の
ための事業補助
③救急ヘリコプター導入病院のフライト医師・看護師
等の養成費用補助

21 ○0.0%保険会社
（必要性、効率性の
観点から引き続き

精査）
ドクター
ヘリの普
及促進

○
している。（ヘリ機体購入費用等ハード面への拠出は実施し
ておらず、研修等ソフト面に対してのみ拠出）
■拠出額の決定にあたっては、事前に損保協会およびＪＡ共
済連にて協議を実施しており、次年度以降の拠出についても
ＪＡ共済連と事前に調整の上、検討する。

・重複を排除すべきではないか。（左
記②、③）
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運用益を財源
とすることにつ
いて（財源論）

事業の対象
範囲について

（必要性）

財源の効率
的な運用につ
いて（効率性）

「基本的な考え方」論点

実施主体
２４

年度事業内容 ご指摘に対する考え方等あり方懇・自賠審における主なご指摘
検証結果

（２５年度の方向性
（案））

２３
年度

２２
年度

22～24
増減

分類

■（独）自動車事故対策機構運営費交付金
・療護施設の運営、交通遺児等貸付等の被害者救
済事業

7,420
の内数

7,144
の内数

6,943
の内数

－ ◎ ◎ ○

拡充
（機構の業務運営
の効率化を図りつ
つ、被害者支援に

重点化）

－
・関東・近畿地区における委託病床の拡充、職員による在宅
の重度後遺障害者に対する訪問支援等の充実を予定（（独）
自動車事故対策機構第三期中期目標・計画）

■（独）自動車事故対策機構施設整備費補助金
・療護施設の施設整備に関する経費

384 380 379 -1.3% ◎ ○ ○

継続
（真に必要な医療
機器の更新等を実

施）

－ ・療護センターの医療機器の更新等に必要な経費

■在宅の重度後遺障害者への支援
①介護料の支給
②短期入院の際に要する費用の補助
③短期入院協力病院に対する医療器具の整備費
用 事務費の補助

3,058 3,372 3,450 12.8% ◎ ◎ ◎

拡充
（被害者のニーズを
踏まえて、事業内

容を引き続き検討）

－
・「重度後遺障害者への支援に集中し、また、「自動車事故防
止対策事業」から「被害者保護対策事業」に予算をシフトする
など選択と集中を行うべき」（平成22年特別会計事業仕分け)

重度後
遺障害
者への
支援

国

用、事務費の補助
容を引き続き検討）

■（独）自動車事故対策機構運営費交付金
・自動車アセスメント事業

7,420
の内数

7,144
の内数

6,943
の内数

－ ○ ○ ○

継続
（別法人に移管す

るまでの間、引き続
き効率的・効果的

に実施）

－
・自動車検査独立行政法人及び（独）交通安全環境研究所の
統合後の法人に移管（「独立行政法人の制度及び組織の見
直しの基本方針」平成24年1月閣議決定）

■自動車事故救急法普及事業
・自動車事故現場に特化した救急法の講習会等の
開催に要する経費の補助

10 10 10 0.0% ○ ○ ○

継続
（実施効果を検証し
つつ、引き続き効
率的・効果的に実

施）

－ －

国
■交通遺児に対する育成支援
・交通遺児への育成基金事業に要する経費の補助
→（財）交通遺児等育成基金

146 108 101 -30.8% ◎ ○ ○

継続
（申請状況等を踏
まえて精査の上、
引き続き実施）

・国と民間の拠出が重複しており、問
題ではないか。

■基金を効率・安定的に運用するため、国と民間団体による
拠出が必要である。（国が全体の2分の1を負担）

被害軽
減

国

保険会社交通遺
児への
支援

107 92 ○○ ○93 ・重複を排除すべきではないか。

＜左記①＞
■賠償金の効率・安定的な運用を通じた交通遺児への定期
給付を目的として、国と民間団体［(一社）日本損害保険協
会、（一社）日本自動車工業会、ＪＡ共済連、日本財団］により
実施している。
■団体発足時から、国（全体の2分の1）、損保（全体の3分の
1）等民間団体の拠出分担割合が取り決められている。
＜左記②＞
■近年の金融環境悪化により、交通遺児育英会の財産運用
収入や一般寄付が減少する一方で、交通遺児家庭、特に母
子家庭の生活を支えるための奨学金貸与の要請が高まって
いることを受け、奨学金貸与の維持、教育の機会均等を図る
ことを目的として実施している。
■同育英会の財政状況から一時拠出を取り止めていたが、
経済情勢の変化を背景として平成22年より拠出を再開してい
る。
■当該年度の不足額を一人当たり年間平均奨学貸与額で除
して算出した財産運用収入不足額に対し、一定額を支援して
いる。

継続
（申請状況や財政
状況等を踏まえ引

き続き検討）

-13.1%
■交通遺児に対する育成支援
①損害賠償金による交通遺児育成基金事業支援
②交通遺児への奨学金支給補助

ＪＡ共済
■交通遺児に対する育成支援
　①（財）交通遺児等育成基金の支援
　②（公財）交通遺児育英会の支援

20 20 17 -15.0% ○ ○ ○
継続

（国・民間の役割分
担を踏まえ、検討）

・重複を排除すべきではないか。

■左記①については、団体発足時から、国・損保・ＪＡ共済等
の拠出分担割合が取り決められている。（ＪＡ共済の拠出割
合は20分の1）
■左記②については、同団体の財政状況等から一時拠出を
取り止めていたが、経済情勢の変化を背景として平成22年よ
り拠出を再開した。
■国・民間の役割分担を踏まえ実施

被

いる。

■次年度以降の拠出についても、引き続き国・民間の役割分
担を踏まえて検討する。
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運用益を財源
とすることにつ
いて（財源論）

事業の対象
範囲について

（必要性）

財源の効率
的な運用につ
いて（効率性）

「基本的な考え方」論点

実施主体
２４

年度事業内容 ご指摘に対する考え方等あり方懇・自賠審における主なご指摘
検証結果

（２５年度の方向性
（案））

２３
年度

２２
年度

22～24
増減

分類

■交通事故の相談・示談あっ旋に係る支援
・弁護士による自動車事故賠償問題に係る無料の
法律相談等の事業に要する経費の補助→（公財）
日弁連交通事故相談センター

570 570 570 0.0% ◎ ○ ○
継続

（効率化を図りつ
つ、引き続き実施）

・任意保険に関する部分は一般会計
で措置すべきではないか。

■本制度は、賠償問題に必ずしも知見を有しない被害者の
救済に重要な役割を果たしている。
■相談内容の充実や業務運営の効率化等を要請

■交通事故による紛争処理に係る支援
専門医らによる後遺障害の等級認定等に関する無
料の紛争の調停業務に要する経費の補助→（一
財）自賠責保険・共済紛争処理機構

150 150 150 0.0% ◎ ○ ○
継続

（効率化を図りつ
つ、引き続き実施）

・他の紛争処理機関と事業の重複が
あるのではないか。

■本制度は、紛争処理に必ずしも知見を有しない被害者の
救済に重要な役割を果たしている。
■（一財）自賠責保険・共済紛争処理機構は、自動車損害賠
償保障法に基づく現時点で唯一の紛争処理機関であり、被
害者等に費用負担を求めることなく、また、中立公正に紛争
処理業務を行うため、国から補助しているものである。

国

害
者
救
済

事故の ■（公財）交通事故紛争処理センタ の性格上 その運営費

ＪＡ共済

■交通事故の相談・解決にかかる支援
　①交通事故無料相談事業支援
　②自動車事故損害賠償に関する無料法律相談
　事業の支援

87 91 92 6.2% ○ ○ ○

継続
（被害者の相談件
数等を踏まえ、規

模を検討）

－ －

保険会社

■被害者・家族等の心のケア、講習会開催等に係

事故の
相談・解
決

903 ○○892
■交通事故の相談・解決に係る支援
①交通事故無料相談事業支援
②弁護士への医療研修

1.8%

継続
（被害者の要望等
を踏まえつつ、引き

続き精査）

908 ○
・重複を排除すべきではないか。（左
記①）

■（公財）交通事故紛争処理センターの性格上、その運営費
については保険会社の利益に属さない運用益から拠出すべ
きとの論議が昭和50年当時の国会で行われ、また、平成12
年の自賠審答申でもその機能の充実が求められ、実施して
いる。
■拠出額の決定にあたっては、事前に損保協会、ＪＡ共済連
等にて協議を実施し、既往1ヵ年の相談件数割合によって拠
出分担割合を決定している。
■昨今ＡＤＲ（裁判外紛争処理）機能の充実が求められてい
る中、交通事故無料相談の増加に鑑み（年間約25,000件）、
必要な事業と認識されるが、次年度以降の拠出についても引
き続き効率性の観点を踏まえて検討する。

■介助犬の普及の支援 91 91 81 -11.2% ○ ○ ○

継続
（実施効果を引き続
き検証するが、減
額の方向で検討）

－ －

ＪＡ共済

○○保険会社

介護支
援・心の
ケア

る支援
①遷延性意識障害者の家族の介護に関する講習
会および勉強会開催費用補助
②リハビリテーション講習会開催費用補助
③脊椎損傷当事者による脊椎損傷者への情報提
供・相談会・講習会等の開催費用補助
④被害者・その家族等の心のケア推進事業支援
ワーク
⑤交通事故被害者への情報提供・研修会開催費補
助
⑥社会資源マップの作成支援
⑦高次脳機能障害ファシリテーター育成講座
⑧脊髄損傷に関するデータベース構築

73 -3.9%76 73 継続 －－○

■交通事故被害者・家族向け情報交換支援イン
ターネットサイトの運営

6 6 6 -5.0% ○ ○ ○

継続
（実施効果を引き続
き検証するが、減
額の方向で検討）

－ －

被害者
対策に
係る基礎
的研究

ＪＡ共済 ■交通事故医療研究の支援 25 25 25 0.0% ○ ○ ○
継続

（実施効果を引き続
き検証）

－ －

国 ■無保険車防止対策事業 38 0 0 -100.0% △ △ △ 廃止 － ・事業効果が十分でなかったため、平成23年度に廃止

ＪＡ共済 ■自賠責制度周知活動の実施 4 4 4 0.0% ○ ○ ○
継続

（実施効果を引き続
き検証）

－ －

無保険
車防止
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運用益を財源
とすることにつ
いて（財源論）

事業の対象
範囲について

（必要性）

財源の効率
的な運用につ
いて（効率性）

「基本的な考え方」論点

実施主体
２４

年度事業内容 ご指摘に対する考え方等あり方懇・自賠審における主なご指摘
検証結果

（２５年度の方向性
（案））

２３
年度

２２
年度

22～24
増減

分類

保険会社
■自動車事故医療研究助成
①自動車事故医療研究助成（公募（一般））
②自動車事故医療研究助成（公募（特定課題））

70 70 70 0.0% ○ ○ ○ 継続 － －

ＪＡ共済

■後遺障害認定対策にかかる支援
　①外傷性腱板断裂の臨床的特徴にかかる調査

②腰椎疾病・障害患者の予後に関する調査
34 34 34 0.0% ○ ○ ○

継続
（実施効果を引き続

き検証）
・身内への拠出となっていないか。

■左記①は、近年のＭＲＩ等の医療機器の発達により、肩関
節部を受傷された交通事故被害者が腱板断裂と診断される
ケースが増加してきており、頚椎捻挫（いわゆるむち打ち症）
とともに受傷形態の多い傷病であること、左記②は、交通事
故外傷による腰椎部の受傷者は年々増加傾向にあり、頚椎
捻挫（いわゆるむち打ち症）に次いで受傷形態の多い傷病で
あることを考慮し、調査を行うこととした。

後遺障害
認定対策

　②腰椎疾病 障害患者の予後に関する調査
　　（農協共済総合研究所）

き検証）
あることを考慮し、調査を行うこととした。
■同機関は設立当初より交通事故受傷者の対応研究を柱と
し、医学的な分析スキルだけでなく、損害調査実務面からの
分析スキルも有するなどの他機関では代替できないと考えら
れる特色があることから、研究委託としている。

保険会社 175 166 0 6%165

■医療費支払適正化に係る支援
①医療費支払適正化のための医療研修（日本損害
保険協会）
②自賠責保険診療報酬基準案普及促進費（日本損

＜左記①＞
■昭和59年12月の自賠審答申(医療費支払の適正化)を受
け、交通事故医療に関する調査研究、自動車損害調査担当
者に対する医療研修を行うため、実施している。
■業界単位で医療研修を行うことで、業界全体の水準を維持
できているが、次年度以降の拠出についても引き続き効率性
の観点を踏まえて検討する。

継続
（必要性、効率性の ・身内への拠出となっていないか。（左

○○ ○

ＪＡ共済

■医療費支払適正化にかかる支援
　　医療費支払適正化のための医療研修会の開催
支援

60 60 60 0.0% ○ ○ ○
継続

（実施効果を引き続 ・身内への拠出となっていないか。

■昭和59年の自賠審答申(医療費支払適正化のための研修
の強化が謳われた)を受け、交通事故医療に関する調査研
究、自動車損害調査担当者に対する医療研修を行うため、実
施している。
■同機関が実施する医療費支払適正化研修会は、現役医師
等による医学的な知識習得のほか、損害調査実務面からの

医療費支払
適正化対策

保険会社 175 166 0.6%165②自賠責保険診療報酬基準案普及促進費（日本損
害保険協会）
③民間医療機関の医師等への自賠責保険制度・運
用等に関する研修

＜左記②＞
■昭和59年12月の自賠審答申(医療費支払の適正化)を受
け、各地区における診療報酬基準案の内容の周知徹底、導
入支援、普及率向上を目的として実施している。
■診療報酬基準案は普及途上にあることから、事業継続の
必要性が高いが、次年度以降の拠出については、引き続き
効率性の観点を踏まえて検討する。

観点から引き続き
精査）

記①、②）
○○ ○

共済
支援
　　（農協共済総合研究所）

○ ○ ○ （実施効果を引き続
き検証）

身内 の拠出とな て な か。 等による医学的な知識習得のほか、損害調査実務面からの
知識や考え方の習得、ケーススタディにより習得した知識等
をもとに活用訓練ができるといった特色を有し、他機関での代
替はできないとの考えから、同機関による研修会実施として
いる。

- 4-



２．事故防止対策事業
(単位:百万円)

運用益を財源
とすることにつ
いて（財源論）

事業の対象範
囲について
（必要性）

財源の効率的
な運用につい
て（効率性）

■（独）自動車事故対策機構運営費交付金
・指導講習、適性診断等の安全指導業務（自動車事
故防止事業）

7,420
の内数

7,144
の内数

6,943
の内数

－ ○ ○ ○

継続
（被害者支援重点
化の方針の下、効
率化を図りつつ実

施）

・事業用自動車以外も対象にすべきで
はないか。
・一般会計で措置すべきではないか。

■事故防止効果の高い事業用自動車を対象とし、運転者の
みならず運行管理者や経営者も含め、組織全体で安全確保
に取り組むよう指導を図っている。
・安全指導業務の民間企業への移行を推進し、被害者援護業
務に重点化（（独）自動車事故対策機構第三期中期目標・計
画）
■事故防止に効果がある事業であることから、運用益で実施
することには合理性がある。

■事故防止対策支援推進事業
・衝突被害軽減ブレーキ等のASV（先進安全自動車）
の導入に要する費用、自動車運送事業者の運行管
理の高度化等に要する費用の補助

678 782 811 19.7% ○ ◎ ◎

拡充
（事故防止効果が
高い事業について、
効果を検証しつつ、
重点的に実施）

・事業用自動車以外も対象にすべきで
はないか。
・効果の検証は行われているか。
・一般会計で措置すべきではないか。

■事故防止効果の高い事業用自動車を対象とし、運送事業
者等の関心を高め、早急に普及させるためのものである。
■効果の検証を実施して、効果が高い事業に重点化してい
る。
■事故防止に効果がある事業であることから、運用益で実施
することには合理性がある。

■オムニバスタウン整備総合対策事業 623 389 285 -54.2% △ △ △ 廃止
・自賠責運用益で行うべき事業なの
か。
・一般会計で措置すべきではないか。

■現在実施している事業の終了に伴い、平成25年度に廃止

■安全運転推進事業
・安全運転を推進するための先駆的な講習・研修の
実施に要する費用の補助

40 40 40 0.0% ○ ○ ○

継続
（実施効果を検証し
つつ、効率的・効果

的に実施）

－ －

■交通事故防止用機器の整備に係る支援
・交通事故防止用機器の寄贈（警察庁）

93 86 78 -16.2% ○ ○ ○

継続
（被害者団体からの
ニーズ等を踏まえ
つつも、当面は減額

を検討）

・一般会計で措置すべきではないか。

■昭和44年10月の自賠審答申(交通事故対策にも活用すべ
き)を受け、交通事故の防止・抑制を目的として実施している。
■自動車事故防止の観点から必要な事業と認識（例えば「交
通事故自動記録装置」は被害者団体からのニーズ・評価が高
い）しているが、当面は従来と同様、毎年約▲10％程度を順
次、減額する方向で検討したい。

■関係省庁・(財)全日本交通安全協会等による交通
　安全啓発活動への協賛

7 7 7 2.9% ○ ○ ○
継続

（実施効果を引き続
き検証）

－ －

■幼児向け交通安全教室・高齢者向け交通安全
　教室の実施

320 320 340 6.3% ○ ○ ○

継続
（事故防止効果が
高い事業の充実を

図る）

・幼児・高齢者向け交通安全教室の増
額の背景は何か。

■高齢者の交通事故被害者数が依然高水準にあることから、
地域の警察・交通安全協会と連携して高齢者向け交通安全教
室を開催し、交通安全啓発に取り組んでいる。
■幼児向け交通安全教室は、体験しながら交通ルールを学べ
るミュージカル形式の交通安全教室であり、内閣府・警察庁・
国土交通省の後援を得て実施しており、体験を通じて基本的
な交通安全ルールを学ぶことから効果が高いと好評を得てい
る。

■児童・生徒向け交通安全啓発活動
　①交通安全ポスターコンクール
　②児童向け交通安全啓発資材の提供

75 107 163 117.3% ○ ○ ○

継続
（事故防止効果が
高い事業の充実を

図る）

３．　１．被害者保護対策事業と２．事故防止対策事業の合計額

13,346 13,064 12,860 -3.6%
2,178 2,179 2,177 0.0%
1,742 1,777 1,642 -5.7%

17,266 17,021 16,679 -3.4%

■事故発生防止に関する調査研究
①生活圏での事故対策とモデル事業の実施
②交通安全のための街づくりに関する研究
③疾病等起因事故の調査研究

○

分類 実施主体 事業内容
２２
年度

自
動
車
事
故
発
生
防
止
対
策

国

保険会社

■事故発生防止に係る啓発事業
①免許取得前の若者に対する交通マナーの教育普
及
②飲酒運転根絶に向けた取組み支援

ＪＡ共済

２３
年度

２４
年度

22～24
増減

○15

30

12

22

-26.7% ○

あり方懇・自賠審における主なご指摘

－

○

継続
（但し、左記①の事
業は３年計画満了
に伴い終了予定）

25 ○

－

ご指摘に対する考え方等

「基本的な考え方」論点 検証結果
（２５年度の方向性

（案））

国 の 合 計 額
保 険 会 社 の 合 計 額
Ｊ Ａ 共 済 の 合 計 額
総 合 計

11 －

－

継続

○36.4%
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